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1．事業概要 

（1）実施の趣旨と実施主体 

本事業は、立川市が実施する孤独・孤立対策就労支援事業であり、就業に不

安を抱える若年者や、就職氷河期世代、社会的ひきこもり等を含む無業者等を

対象としている。 

本事業では、伴走型支援を提供し、社会参加や就労に向けた一歩を後押しす

ることで、対象者の職業的自立の実現と、企業の人材確保や消費活動の活性化

など、地域経済全体の好循環につなげることを目指している。 

これまで令和 2 年度～令和 6 年度まで「シャフト・プログラム」として就職

氷河期世代就労支援事業を実施してきた認定 NPO 法人育て上げネットが本事業

を受託し、「たちかわテミル」として実施した。 

（2）実施期間 

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日まで 

（3）支援対象者 

立川市に在住、在勤、在学の方（ハローワーク立川やたちかわ若者サポート

ステーション等で支援を受けている者を含む）で、概ね 15 歳から 50 代半ば位

までの、就職活動をする意欲はあるがうまくいかない等、就職に関する情報や

相談を必要とする者やその保護者を支援対象者としている。 
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（4）支援内容 

支援対象者一人ひとりの状況や意向に寄り添い、個別性を重視した伴走型支

援を行う。主な支援内容は以下の通りである。 

① アウトリーチ支援 

関係機関との連携や家族等への働きかけを通じて支援対象者の把握を行い、

事業利用につなげる。 

②個別相談支援 

対象者および家族等に対し、状況や希望の聞き取りを行いながら、本事業

の説明や他機関の情報提供を行う。また、本事業の利用の適否を見極め、必

要に応じて他機関への紹介を行うとともに、利用開始後は目標設定を行い、

その達成に向けて継続的な面談支援を実施する。 

③就労準備支援（ジョブトレーニング） 

生活リズムの改善や基礎体力の向上、対人不安の軽減、自己理解・職業理

解の促進等を目的としたプログラムを実施し、就労に向けた準備性の向上を

図る。必要に応じて、インターンシップ等の機会提供を行う。 

④就職活動支援 

求人情報の提供、応募書類の作成支援、面接対策等を通じて、就職活動を

支援する。なお、就職先については市内企業を優先する。 
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⑤職場定着支援 

就職後の定着を目的として、個別フォローや講座等を実施し、継続的な就

労を支援する。 

本事業においては、上記の支援内容に基づき「たちかわテミル」として、

対象者の状況に応じた支援を実施した。 

2．実績・利用者属性・進路状況 

(1）KPI の達成状況 

KPIの目標値と達成状況は、以下の通りであった。 

 KPI① 新規利用者数：KPI 30人に対して実績 94人 （達成率 313.3％） 

 KPI② 進路決定者等数割合：KPI 50%に対して実績 31.9％（達成率 63.8%） 

（2）新規利用者数等の推移および利用状況 

本事業の居場所支援では、新規利用者についてはホームページからの予約

を優先としつつ、予約なしでの来所も可能とすることで、利用者が無理のな

い形で参加できるよう運用した。 

また、立川駅前で実施した出張相談「ちょこっとはたらく相談」（以下、

ちょこっと相談という）においても、予約優先としながら当日の予約なし面

談を受け入れる形で実施した。また、対面ではなくオンラインでの面談も可

能とした。なお、新規利用者については、居場所支援または「ちょこっと相

談」を初めて利用した者をカウントしている。 
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【表 1：新規利用者数・居場所来所者数・相談数の推移】 

 

①新規利用者数 

新規利用者数は表 1のとおり推移し、年間で 94人であった。自主事業として

実施していた居場所支援の利用者が本事業へ登録したケースもあり、4 月およ

び 5月に新規利用者が多く見られた。 

②居場所来所者数と相談数 

居場所への延べ来所者数は 944人であり、月あたりでは概ね 70～90人で推移

した。来所者の実数はおおよそ 30～40 人であり、1 人あたり 1 か月のうち複数

回の来所が見られ、継続的な利用につながっていたと考えられる。 

相談数については、「ちょこっと相談」での相談実施件数に加え、居場所利

用者のうち個別相談へ誘導し実施した件数を含め、年間 19件であった。 

（3）事業の周知・広報 

①LINE登録者数および HP閲覧数の推移 

月ごとの LINE登録者数および HP閲覧数の推移は表 2の通りであった。 

  
年間

目標 

4

月 

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1

月 

2

月 

3

月 

累

計 

達成

率 
(％) 

新規利用者数 30 14 35 11 6 9 6 1 7 4 0 0 1 94 313.3 

居場所来所者数

（実数） 
  14 44 44 43 45 42 36 37 32 41 26 35 439   

居場所来所者数

（延べ） 
  14 84 96 90 99 78 77 101 81 102 50 72 944   

相談数(延べ)   0 3 1 1 4 3 1 3 3 0 0 0 19   
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【表 2：LINE登録者数・HP閲覧数の推移】 

 

LINE 登録者数は、広告出稿の時期や量の調整に伴い、月ごとの増減が見られ

たが、年間を通して一定の流入が確保された。なお、３月については、次年度

事業への移行期間となり、広告出稿を行っていない。 

また、広報たちかわ、立川市ホームページや立川市の公式 LINEをきっかけに

問い合わせ、新規利用につながるケースも一定数確認できた。 

②広告宣伝費（広報費） 

使用項目は以下の通りであった。 

LINE 広告宣伝費（月額費用発生）、チラシ製作費 /チラシ入稿費 

WEBサイト制作費、イラスト制作費 

（4）新規利用者の属性 

新規利用者の属性について、以下の表 3～8 の通りであった。なお、保護者

等、本人以外の者が利用者である場合には、性別・年齢・職歴・学歴の各項

目については「不明」として計上している。 

 

 

 4

月 

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1

月 

2

月 

3

月 
累計 

R2 か

らの 

累計 

LINE 登録者数 2 3 0 50 44 40 50 43 41 48 40 0 361 2497 

HP閲覧数 ― 767 589 652 859 596 479 310 402 363 485 705 6207  
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【表 3：新規利用者の属性】 
 

区分 人数（人） 割合（％） 

本人 91 96.8  

保護者 3 3.2  

その他 0 0.0  

保護者の利用は 3人であり、それ以外は全て本人の利用だった。保護者の利

用については、本人と一緒に相談に来たケースが 2件、保護者のみが相談に来

たケースが 1件であった。 

【表 4：新規利用者の居住地】 
 

区分 人数（人） 割合（％） 

立川市内 34 36.2 

立川市外（立川市在勤） 2 2.1 

立川市外（立川市在学） 6 6.4 

その他 52 55.3 

不明 0  

立川市に居住している者と、立川市在勤・在学者を含めると 44.7％であっ

た。その他の利用者については、東京都内の近隣市区に居住する者が多く、

一部に東京近郊の他県からの利用も見られた。 

【表 5：新規利用者の性別】 
 

区分 人数（人） 割合（％） 

男 44 48.4 

女 47 51.6 

その他 0 0.0 

不明 3  

性別については、男性 48.4％、女性 51.6％と概ね均衡しており、大きな偏

りは見られなかった。 
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【表 6：新規利用者の年齢】 
 

区分 人数（人） 割合（％） 

19歳以下 25 27.5 

20～24 21 23.1 

25～29 15 16.5 

30～34 11 12.1 

35～39 8 8.8 

40～44 3 3.3 

45～49 3 3.3 

50以上 5 5.5 

不明 3  

年齢構成を見ると、10 代が 27.5％と最も多く、次いで 20 代前半が 23.1％

となっており、若年層の利用が中心であった。30 代以上の利用は相対的に少

なく、「ちょこっと相談」の利用は、20代と 40代、50代が多かった。 

【表 7：新規利用者の学歴】 
 

区分 人数（人） 割合（％） 

中学在学 2 2.9  

中学卒業 1 1.5  

高校在学 13 19.1  

高校中退 3 4.4  

高校卒業 15 22.1  

短大・高専在学 1 1.5  

短大・高専中退 1 1.5  

短大・高専卒業 3 4.4  

専修等在学 1 1.5  

専修等中退 4 5.9  

専修等卒業 3 4.4  

大学在学 3 4.4  

大学中退 5 7.4  

大学卒業 13 19.1  

その他 0 0.0  

不明 26  
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若年層の利用者が多いことから、中学校や高等学校（定時制・通信制含む）、

大学、短期大学、専門学校等に在籍する者も見られ、学歴は多様であった。 

【表 8：新規利用者の職歴】 
 

区分 人数（人） 割合（％） 

職歴あり 56 80.0 

職歴なし 14 20.0 

不明 24  

職歴を把握できた者の中では、就業経験を有する者が 8 割を占めた。なお、

就業経験にはアルバイトや派遣等の非正規雇用も含んでいる。 

（5）進路決定者等の状況 

月ごとの進路決定者等数について、「就労等」および「社会参加」の区分ご

との推移および内訳は、以下の通りであった。 

 

【表 9：進路決定者等数の推移・内訳】 

 

  
年間 

目標 
4

月 

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1 

月 

2 

月 

3 

月 

累

計 

進路決定者等数  0 0 2 3 0 3 0 11 7 1 2 1 30 

進路決定率（％） 50 0 0 3.3 7.6 6.7 9.9 9.8 21.3 28.0 29.0 31.2 31.9 31.9 

居住地 
市内  0 0 0 1 0 3 0 5 1 0 1 0 11 

市外  0 0 2 2 0 0 0 6 6 1 1 1 19 

進
路
決
定
先 

就労

等 

市内  0 0 2 0 0 2 0 6 1 0 1 1 13 

市外  0 0 0 3 0 1 0 1 4 0 1 0 10 

社会

参加 

市内  0 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 5 

市外  0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 
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①進路決定者等の推移および内訳   

表 9 の通り、進路決定者等数については、「就労等」の進路決定をした者は

23 人、「社会参加」が 7 人の計 30 人であった。進路決定者のうち、市内居住

者の割合は 36.7％であり、就労先・社会参加先については、それぞれ 56.5％、

71.4％が市内であった。なお、市内の進路決定先については、その一部に当法

人における有償ボランティアや業務委託等、段階的な就労機会の活用が含まれ

ている。 

進路決定率については、新規利用者数に対する進路決定者等数の割合として

算出しており、最終的に 31.9％であった。 

【表 10：就労等・社会参加の内訳】 

  
4

月  

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1

月 

2

月 

3

月 

累

計 

就労等 0 0 2 3 0 3 0 7 5 0 2 1 23 

内

訳 

正社員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

契約社員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

派遣社員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

パート・アルバイト 0 0 2 2 0 0 0 1 3 0 1 1 10 

起業・個人事業主 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

職業訓練 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

進学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

リファー 0 0 0 1 0 3 0 3 1 0 0 0 8 

その他 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 3 

社会参加 0 0 0 0 0 0 0 4 2 1 0 0 7 

内

訳 

会社見学・インターン 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

就労準備訓練 0 0 0 0 0 0 0 4 2 0 0 0 6 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

小 計 0 0 2 3 0 3 0 11 7 1 2 1 30 
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②進路決定者等の内訳および属性   

表 10の通り、正社員・契約社員・派遣社員としての就労に至る者はおらず、

進路決定の内訳としては、パート・アルバイトでの就労および他の支援機関や

医療・福祉等への接続が多くを占めた。 

その要因として、若年層の利用者が多く、在学中のケースも一定数含まれて

いたことから、そもそも正社員としての就労を目指す段階にない者が多かった

ことが考えられる。また、在学中ではない者であっても、直ちに就労を目指す

段階にはなく、一定の準備期間を要する者や、福祉サービスの利用を優先する

必要がある者が多かったことも背景にあると考えられる。 

進路決定者等の属性としては、10 代が 9 人、20 代が 14 人、30 代が 4 人、50

代が 3 人と若年層が多く、性別は男性 14 人、女性 16 人と大きな偏りは見られ

なかった。 

③進路決定先の詳細   

就労先としては、パート・アルバイトには、東京都内のソーシャルファーム

企業 5 件（うち市内 2 件）が含まれ、日頃からの企業連携により求人情報の共

有等が円滑であったことが背景にあると考えられる。その他の就労先としては、

市内の図書館やコンビニエンスストア等が挙げられる。 

リファー先としては、市内の社会福祉協議会、ハローワーク、東京しごとセ

ンター多摩等があり、その他は、地域若者サポートステーション、医療機関、

就労移行支援事業所等であった。 

社会参加では、市内小学校でのボランティアや当法人主催の文化祭での販売

体験に加え、企業イベント参加や応募活動など、市内外の資源を活用し外部と

の接点形成につながる事例が見られた。 
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3．事業の成果 

（1）支援の特徴と利用者の変化 

本事業では、居場所支援および個別面談を中心に、利用者の状況に応じた伴

走支援を実施した。 

居場所支援では、毎週土曜13時～17時を基本とし「ゆるりもくもくタイム」、

「ゲームで遊ぼ」、「作品づくりワークショップ」、「料理クッキングタイム」

等のプログラムを定期的に実施した。安心して過ごせる空間づくりを重視し、

スタッフは利用者の状況に応じて声かけや距離の取り方を工夫しながら、必要

に応じて利用者同士の交流も促した。 

【写真：居場所・ゲームで遊ぼの様子】 

 

 

 

 

【写真：居場所・料理クッキングタイムの様子】 
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【写真：居場所・作品づくりワークショップの様子】 

また、必要に応じて個別面談を実施し、生活状況や課題の整理、今後の方向

性の検討等を行った。面談の実施件数自体は限定的であったが、居場所におけ

る継続的な関わりの中で関係性を構築することにより、自然な形での相談や対

話が生まれ、形式的な面談に限らない支援を行った。 

こうした支援の結果、外出機会の創出や対人不安の軽減が図られた。対人不

安が強い者や発達障害・精神疾患の診断がある者も多く含まれていたが、居場

所支援への参加を通じて他者との関わりが広がるなどの変化が見られた。 

継続的な関わりにより、自己理解の深化や対人不安の軽減が進み、社会参加

に向けた基盤形成につながっている様子がうかがえた。さらに、一部の利用者

においては、就労や求人検索・応募等の具体的な行動に至るケースも見られた。 

さらに、立川駅前で実施した「ちょこっと相談」においては、「子育てによ

るブランクへの不安」、「心身不調、精神疾患等による離職・休職」、「無業

状態にある子どもに関する保護者からの相談」等、多様な相談が寄せられた。

丁寧に寄り添いながら状況整理を行うことで、早期に市内他機関（社会福祉協

議会、ハローワーク、東京しごとセンター多摩等）への接続につながるケース

も見られた。 
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（2）支援事例 

①段階的な支援を通じソーシャルファームでの就労に至ったケース 

20 代女性。大学を睡眠障害により中退後、療養を経て回復してきたため、本

事業の利用に至った。アルバイトを行いながら、自分に合った働き方を模索し

たいという意向があった。チャレンジ意欲がある一方で、自分に厳しく、自己

肯定感の低さや将来への不安が見られた。 

本事業の居場所利用に加え、オンライン相談・講座等も併用しながら継続的

に関わる中で、これまでの経験の整理や得意・不得意の言語化を進め、自己理

解の深化を支援した。講座において Adobe 等のデザインソフトに触れる機会を

得たことや、得意な絵を活かして業務委託によるイラスト作成に取り組んだ経

験を通じて、働くイメージの具体化や自信の回復が見られた。あわせて、動画

編集への関心も高まり、段階的に就労に向けた準備が進んだ。 

その結果、本人の特性や希望に合った働き方として、ソーシャルファーム企

業において動画編集の業務を担うアルバイト就労が決定した。当初は週 2日・1

日 4 時間からスタートしたが、業務や職場での状況の振り返りを行いながら、

必要に応じて就労先とも情報共有を行い、勤務日数や時間を段階的に拡大し、

現在は週 3日の勤務を安定して継続している。 

② 学校連携と家庭背景に配慮した支援により就労に至ったケース 

10 代男性。小中学校時に不登校傾向があり、現在は母親と 2 人暮らしの生活

保護世帯である。母親は病気により就労が難しく、幼少期から家事を担うなど、

いわゆるヤングケアラーの状況にあったことから、家庭以外で安心して過ごせ

る場が限られていた。 



 

15 

 

本人が在籍する通信制高校とは日頃から連携を図っており、教員からの紹介

および引率の協力により本事業の利用につながった。利用当初は将来への不安

や対人面での苦手意識が見られたが、居場所スタッフが継続的に関わる中で、

徐々に安心して過ごせるようになり、プログラムにも参加するようになった。 

特に調理プログラムでは、日常的に家事を担ってきた経験もあり主体的に参

加し、自然なコミュニケーションの広がりも見られた。こうした経験を重ねる

中で、調理や接客といった人と関わる仕事への関心や適性がうかがわれ、「人

が笑顔になる姿を見るのが嬉しい」といった発言も見られた。 

その後、市内の飲食店において接客業務のアルバイトとして採用され、現在

は週 1～3日程度の就労を継続している。就労後も人間関係や将来に対する不安

は見られるものの、居場所での関わりを継続しつつ、学校とも連携しながら無

理のない形で就労を続けている。 

③外部機会の活用により社会参加につながったケース 

10 代男性。市内の定時制高校を中退後、学習支援事業を通じて本事業の居場

所利用につながった。対人面への不安が強い様子は見られたものの、利用当初

は定期的に来所していたが、その後来所が途絶える時期があった。 

本人がゲームに関心を持っていたことから、企業が主催するゲームイベント

の情報提供を行ったところ、それをきっかけに久しぶりの来所につながり、都

内で開催するイベントに参加することができた。スタッフとの対話を通じて、

他の利用者との関係性に悩みを抱えていたことが明らかとなったが、顔を合わ

せて話す機会を持てたことで、「また利用したい」との意向が確認され、その

後は継続的な来所につながった。 

また、当該イベントは、企業の社員と若者がチームを組み、対戦型ゲームを

通じて交流する形式で実施され、ゲームを媒介として自然なコミュニケーショ
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ンが生まれる機会となった。本人もイベントに参加し、「こんなすごい会社で

働いている人は怖いのではと思っていたが、実際には優しく接してもらえた」、

「チーム戦だったことで緊張せずに参加できた」といった感想が聞かれた。 

進学や就労といった進路決定に向けては引き続き段階的な支援が必要な状況

であるが、初めての場で多くの人と同じ空間に身を置く経験を得たことは、本

人にとって社会参加の一歩となった。 

4.分析・今後の課題 

（1）利用者とニーズの特徴 

本事業では、より幅広い背景やニーズを持つ利用者が見られた。 

利用者の中には、長期の無業状態にある者に加え、就労経験はあるもののブ

ランクを抱える者や、対人不安や生活面での課題を背景に、すぐに就労に踏み

出すことが難しい者が多く含まれていた。また、外出そのものが目標となる段

階の者や、福祉的支援への接続が必要と考えられる者も見られた。 

これらのことから、本事業には就労直前段階の支援に加え、社会参加や生活

基盤の安定を目的とした支援ニーズが多く存在していることが明らかとなった。 

一方で、「ちょこっと相談」を利用した者の中には、漠然とした不安を抱え

つつも、課題の整理や情報収集、自己理解が十分でないことから一歩を踏み出

せずにいる者も見られた。こうしたケースでは、不安の受け止めや状況整理を

行うことで、比較的短期間で就労に向けた行動につながる例も確認された。 

このことから、ハローワーク等での求職活動に移行する前段階において、わ

ずかな後押しを行う支援ニーズも一定数存在していることがうかがえた。 
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以上のことから、本事業における利用者の特徴は、①福祉的支援や就労の準

備段階を丁寧に行う対象者（主に居場所利用のニーズ）と ②個別の相談を丁

寧に行うことで進路・就労に向けた活動に進む対象者（主に面談利用のニーズ）

に分かれている傾向が見えた。 

（2）支援の特徴と成果 

本年度は、居場所支援を中心とした関わりを通じて、利用者との関係性構築

や安心して過ごせる環境づくりを重視した支援を実施した。 

その結果、外出機会の増加や他者との関わりの広がりなど、社会参加に向け

た基盤形成が見られたほか、一部の利用者においては就労、ボランティア活動

への参加や医療機関・福祉につながるなど、次のステップにつながる行動変容

も確認された。これらのことから、就労に至る前段階としての支援の重要性が

示されたといえる。 

居場所支援の中では、本来は面談において実施するような個別的な関わりを

行ってきた。安心感のある中で利用者の状況把握や課題整理等をすすめること

ができた点は有効であったと考えられる。一方で、課題の整理や進路検討をよ

り明確に進めていくためには、意図的に面談機会を設定し、継続的に実施して

いく必要性も示唆された。 

（3）KPI 未達の要因分析 

新規登録者数は目標を達成した一方で、進路決定については未達となった。 

要因としては、利用者の多くが短期間での就労決定が難しい、または在学中

や就労を目標とするにはまだ早い準備段階にあり、就労や社会参加に向けた支
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援を行う前に、関係性の構築や生活面の安定を優先する必要があったことが挙

げられる。 

また、居場所支援が中心の事業となったことにより、個別面談や就労支援へ

の抵抗がある対象者が多く、移行が十分に進まなかった点も影響していると考

えられる。例えばゲームやモノづくりをしたいから居場所には参加するものの、

自身の将来や進路についてじっくりと検討していくことや日頃の生活を変えて

いくことに対しては、心身共にまだ準備ができていないケースが見受けられた。 

さらに、就労に至らない場合においても、社会参加につなげていくための働

きかけや具体的な提案等を、個々のタイミングを見極めながらより積極的に行

う余地があったと考えられる。 

一方で、社会参加を含めた進路決定は一定数見られており、段階的な支援の

成果は確認されている。 

（4）今後に向けた提言 

本年度の実施状況を踏まえ、今後は事業内容を見直し、個別面談および講座

（対面・オンライン）を中心とした就労を目指す体制へと再構成していくこと

が必要である。一方、居場所支援を求める声も一定多数あるため、これまで人

気のあった「作品づくりワークショップ 」を講座の枠で「創作広場」と名前

をかえて継続的に開催し、居場所と就労支援の両輪で支援の基盤を作っていく

ことが考えられる。令和 7 年度の改善点を踏まえ、就労を意識しながら本人の

力をエンパワーメントしていく支援を継続し、支援力を強化していく必要性が

ある。例えば、創作広場の交流の中で何気なく出た若者との会話を元に、個別

面談へつなげること、活動の様子から本人の持っている能力を引き上げていく

ことなど、支援員としての技術が今後はますます必要となってくる。本人ので
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きることや歩幅に合わせたスモールステップを支援員が作っていくことで、社

会参加を促し、その結果、進路決定の増加を目指すべきである。 

また、立川市という地域性を踏まえ、地域の中小企業等との連携をさらに強

化させ、「若者と社会」つまり雇用・就労の受け皿となり得る企業等とのつな

がりを強化していく活動も推進していく必要がある。 

 

以上 


